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【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート(R3年度事業評価用)
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協働のまちづくり推進計画
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令和３年度
（実施内容） 実施案件数　１６件

令和元年度決算額 令和２年度決算額 令和３年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

市の基本的な政策策定にあたり、その案の趣旨、内容等を実施機関が公表し、広く市民等から
意見を求め、提出された意見の概要及び当該意見に対する市の考え方を公表するとともに、提
出された意見を参考にして意思決定を行う。

人日（人）

情報公開と意見提出機会の保障

岐阜市の主要計画・施策及び市民に直接影響を与える事業に関して

事 業 名

担当部名 市民協働推進部 担当課名

誰に

パブリックコメント手続実施事業

市民協働推進政策課

実施方法 -

市民等（①市内に住所を有する者　②市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体　③市内に存する事務所又
は事業所に勤務する者　④市内に存する学校に在学する者　⑤パブリックコメント手続に係る事案に利害関係を有するもの）

実施期間

①市の意思決定過程における公正性の確保、透明性の向上を図ること
②協働のまちづくりの推進に資すること

事業の内容

根拠法令・関連計画

事
業
の
対
象
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直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市
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【６.コストバランス】

【７.指標】
アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

広報ぎふ、市ホームページ、市公式SNS、窓口、各コミュニティセンター
等、市民に対し広く周知している。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

これまでも、より多くの意見が寄せられるよう、意見提出手続きのさらな
る利便性向上を進めるため、意見募集の際、市ホームページから直接
意見を送信できる「意見提出フォーム」の導入を必須とし、令和３年度
からは、「意見提出フォーム」運用を変更し、市ホームページのトップ
ページ「岐阜市オンライン申請総合窓口サイト」から提出可能にするな
ど改善を図ってきたところである。今後も、市の主要計画・施策及び市
民に直接影響を与える事業に関して、市民からの意見を聴くことは重
要であることから、現状維持とする。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

より良い政策立案のために、広く市民の意見を聴くことが求められてい
る。

市の主要計画・施策及び市民に直接影響を与える事業に関して、市
民からの意見を聴く手法であるため、市が実施すべきである。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか
　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

最小限の経費で効率的に実施している。

市の主要計画・施策及び市民に直接影響を与える事業に関して、市
民からの意見を聴く手法であるため、市が実施すべきである。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

中
寄せられた意見については、各部の主要計画・施策及び市民に直接
影響を与える事業に生かされている。しかし、案件によっては寄せられ
る意見数が少ないものもある。

目標値 30％以上 30％以上 30％以上
実績値 17.8 16.2 17.9

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成） ×（未達成） ×（未達成）

成果指標名 市民意識調査において「市政へ参画しやすいまちだと思う」と回答した人の割合 単位 ％
令和元年度 令和2年度 令和3年度

令和元年度 令和2年度 令和3年度

目標値 1 1 1
実績値 1 1 1

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース）

活動指標名 パブリックコメント手続実施主任者説明会の開催 単位 回

受益者負担額（千円） 0 0 0
受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業受益者 408,585 407,174 403,683
受益者数 ― ― ―


